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（１）基礎科学力の強化に向けた研究の推進

１



○

 

我が国の基礎研究費割合は、約15％前後で推移してきたが、近年その割合は減少傾向。

54主要国等の基礎研究費割合の推移

２

出典：「科学技術要覧

 

平成２１年版」より



○

 

我が国においては、中国を除く他の主要国等にくらべ、基礎研究の割合が低水準。

54主要国等の性格別研究費割合

３

出典：「科学技術要覧

 

平成２１年版」より
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注1：

 

金額はGDPデフレータによる物価調整済み(1996年基準）

 
出典: 各国研究開発統計および教育統計にもとづき科学技術政策研究所において集計

（日本）
（米国）

（英国） （ドイツ）

（単位：百万円） （単位：百万

 

$）

（単位：百万

 

€）（単位：百万

 

￡）

1.13倍

臨床医学系：1.12倍

 
理工農系：1.14倍

1.59倍

臨床医学系：1.81倍

 
理工農系：1.49倍

1.51倍

臨床医学系：1.71倍

 
理工農系：1.42倍

1.16倍

臨床医学系：1.26倍

 
理工農系：1.12倍

高等教育部門における研究開発費の推移

○

 

我が国の高等教育部門における研究開発費の伸び率は、諸外国に比べ低調。

４

計測対象期間：国公私立

 

大学740機関

計測対象期間：高等教育機関

 

に該当する１７０機関
計測対象期間：高等教育機関

 

に該当する４００機関

計測対象期間：研究開発費とし

 

て、年間１５万ドル以上支出す

 

る約６５０機関



平成１６年度～平成２１年度にかけて、▲７２０億円減（削減率▲５．８％）
→北海道大学と名古屋大学の１年分に相当

○

 

国立大学法人の運営費交付金は、法人化後、毎年減少傾向。

※文部科学省作成 資料

（参考）経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）（抜粋）
国立大学運営費交付金について、効率化ルールを徹底し、各年度の予算額を名目値で対前年度比▲１％（年率）とする。
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５



※文部科学省作成資料

○

 

私立大学経常費補助金（一般補助＋特別補助）は、近年減少傾向。

55私立大学等経常費補助金の推移
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○

 

科学研究費補助金の予算額の伸びは近年鈍化傾向。

７
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特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究、基盤研究、
萌芽研究、若手研究、奨励研究（平成２０年度）

科学研究費補助金の新規採択率の推移

○

 

新規採択率は平成７年度以降、低下傾向。近年は２０％程度で推移。

８出典: 文部科学省調べ



※対象研究種目：

特別推進研究、特定領域研究、新学術領域研究（研究領域提案型、研究課題提案型）、基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ）、萌芽研究、若手研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）、

 
若手研究（スタートアップ）、特別研究促進費、学術研究創成費

※応募件数、採択件数、採択率はいずれも新規分。

○

 

若手研究者に比べ、４０歳を越える研究者の新規採択率は減少している。

年齢 応募件数 採択件数 採択率 応募件数 採択件数 採択率 応募件数 採択件数 採択率

～24歳 88 5 5.7% 49 1 2.0% 50 2 4.0%

25歳～29歳 4,313 891 20.7% 3,980 886 22.3% 3,967 825 20.8%

30歳～34歳 13,792 3,516 25.5% 12,947 3,362 26.0% 13,346 3,325 24.9%

35歳～39歳 16,668 3,947 23.7% 16,841 4,050 24.0% 17,532 4,059 23.2%

40歳～44歳 16,926 3,505 20.7% 15,998 3,429 21.4% 16,742 3,189 19.0%

45歳～49歳 14,551 3,081 21.2% 14,231 3,141 22.1% 15,543 3,054 19.6%

50歳～54歳 11,220 2,225 19.8% 10,935 2,333 21.3% 11,719 2,252 19.2%

55歳～59歳 10,987 1,989 18.1% 10,366 1,998 19.3% 10,162 1,747 17.2%

60歳～64歳 5,512 845 15.3% 5,626 966 17.2% 6,291 927 14.7%

65歳～69歳 853 162 19.0% 967 191 19.8% 1,070 207 19.3%

70歳～ 159 38 23.9% 163 33 20.2% 180 32 17.8%

合計 95,069 20,204 21.3% 92,103 20,390 22.1% 96,602 19,619 20.3%

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

（参考）年齢別

 
科研費の応募件数・採択件数・採択率（新規）の推移

９



出典：科学技術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査２００８）」)

○ 大学における基礎研究を行うにあたり、研究資金、研究スペース、研究支援者が不十分であるとの回答が多数。

○

 

現在の研究資金の配分方法では、基礎研究の多様性が十分確保できないとの回答が多数。

57我が国の代表的研究者及び有識者の基礎研究に対する認識

１０

補足:アンケート対象者については、各種審議会・分科会メンバー、第１期、第２期科学技術基本計画文部科学省

ヒアリングの対象者、主要な国私立大学長、主要な公的研究機関長、科研費データベース中２００５年新

規採択者ランダム抽出、日本学術振興会賞受賞者、ＥＲＡＴＯプロジェクト総括責任者、文部科学大臣表彰

者、猿橋賞受賞者、（社）日本経済団体連合会からの推薦等を踏まえ、対象者リストを作成、アンケートを

実施

問
37

 ①

大 学 に お け る 基 礎 研 究 を 行 う 研 究 環
境 （研 究 資 金 、 研 究 ス ペ ー ス 、 研 究 支
援 者 ）は 、 充 分 に 整 っ て い る と 思 い ま
す か 。  (研 究 資 金 )

不
充

分

問
37

 ②

大 学 に お け る 基 礎 研 究 を 行 う 研 究 環
境 （研 究 資 金 、 研 究 ス ペ ー ス 、 研 究 支
援 者 ）は 、 充 分 に 整 っ て い る と 思 い ま
す か 。  (研 究 ス ペ ー ス )

不
充

分

問
37

 ③

大 学 に お け る 基 礎 研 究 を 行 う 研 究 環
境 （研 究 資 金 、 研 究 ス ペ ー ス 、 研 究 支
援 者 ）は 、 充 分 に 整 っ て い る と 思 い ま
す か 。  (研 究 支 援 者 )

不
充

分

問
39

第 3 期 科 学 技 術 基 本 計 画 で は 、 科 学 の 発 展 と絶 え ざ
る イノ ベ ー シ ョ ン の 創 出 の た め に 、 基 礎 研 究 の 多 様 性
の 確 保 が 重 要 と さ れ て い ま す 。 つ い て は 、 イ ノベ ー
シ ョ ン の 源 と して の 基 礎 研 究の 多 様 性 は 、 現 在 の 研
究 資 金 の 配 分 方 法 で 充 分 に 確 保 さ れ て い る と 思 い ま
す か 。

不
充

分

2 .9(25 6)

2.8 (2 46)

1 .7 (240)

2 .9(230 )

2.8(22 0)

2.9(21 8)

1.7 (1 98)

3 .0 (201)

2.8(2 16)

3.1(21 2)

1 .9(206 )

2.9(2 10)

充
分 -0.11 12 143 12 0.14 0 .00

充
分 0.32 6 142 13 0.12 0 .04

充
分 0.23 2 138 11 0.09 0 .06

充
分 -0.07 12 140 8 0.13 -0.03

5 6 7 8

問 問 内 容
指 数

0 1 2 3 1 04 9
-

(A )
0

(B )
+

(C )
( A + C )

/ ( A + B + C )
( C - A )

/ ( A + B + C )

評 価 を 変 更 し た 回 答 者 分 布
（ 2 0 0 7 と 2 0 0 8 の 比 較 ）

指 数
変 化



○

 

基礎研究から実用化研究まで、個々の制度や機関を越えて切れ目無くつなぐ仕組みについて不十分であるとの回答。
○

 

各競争的資金制度のうち、２０制度は最終年度に次の提案を認めているなど接続を考慮しているプログラムがあると回答。

34競争的資金制度間の連携に対する認識と現状

指数変化
問

4
2

我が国の研究費制度について、基礎研
究から実用化研究まで、個々の制度や
機関を超えて切れ目なくつなぐ仕組みが
充分に備わっていますか。

不
充

分

充
分 0.49

7 8 9 10
問 問内容

指数
0 1 2 3 4 5 6

2.2(233)

2.4(188)

2.6(209)

※日本の代表的な研究者・有識者や第一線級の研究者に対して科学技術の状況を尋ねたもの。
※図中の各点は、６段階の回答を指数化した平均値と平均値をはさんだ回答の分布の

両端4分の1の値を示す。（

 

）内は各指数を算定した回答者数。
※各線は、上から順に、平成18年11～12月、平成19年9～11月、平成20年7～10月時点

出典:文部科学省科学技術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査2008）」

競争的資金制度間連携の強化について

最終年度に次の提案を認めているなど、接続を考慮しているプログラムがある等 20

B　評価を実施した上で、延長する場合がある 6

Ｃ　検討中 9
Ｄ　Ａ，Ｂのような取り組みは実施していない 8

不明等 1

１１

注：自由回答方式による調査であることに注意
出典：文部科学省科学技術政策研究所

 

第３期科学技術基本計画のフォローアップにかかる調

 
査研究「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」(2009年3月)
＜内閣府調べ（2008年７月）データをもとに科学技術政策研究所において分類、集計＞



アウトリーチ活動の例

１２

○

 

科学研究費補助金や科学技術振興調整費等において、アウトリーチ活動を行っている。

◆

 
科学研究費補助金では、「研究成果公開促進費（研究成果公開発表（Ｂ））」（平成２０年

度採択実績４０件、配分額０．４億円）において、学会等がシンポジウム等において青少年
や一般社会人を対象に、研究動向や研究内容を分かりやすく普及啓発する取組を支援し
ている。また、配分機関である日本学術振興会において、小学５・６年生、中学生、高校生
を対象に、研究成果をわかりやすく伝える事業（ひらめき☆ときめきサイエンス～ようこそ
大学の研究室へ～ＫＡＫＥＮＨＩ）（平成２０年度実施実績１７２件、予算額０．７億円）を実施
している。

◆

 
科学研究費補助金により支援した研究活動における最近の研究成果をわかりやすく紹

介するニュースレター「科研費ＮＥＷＳ」を平成１９年度より新たに発行している。

◆

 
科学技術振興調整費では、科学技術振興調整費重要課題解決型研究（平成１９年度

２７件予算額６８億円、平成２０年度予算額３０億円）において、採択課題における理解増進
活動の実施を義務づけている。

出典：内閣府「科学技術の振興及び成果の社会への還元に向けた制度改革について」をもとに、文部科学省作成



○景気対策法の総予算7,870億ドル内、183億ドル（2.3%）を研究
開発に投入 （特に、基礎研究、医療、エネルギー、気候変動等）

（ＮＳＦ：３０億ドル、ＮＩＨ：１０４億ドル、ＤＯＥ：５５億ドル等）
（（20092009年「米国再生投資年「米国再生投資法法」）」）

○総研究開発費（民間と政府の研究開発費合計）を対ＧＤＰ比３％
に拡大

○ハイリスク・ハイリターン研究や若手研究者支援等のためNSF、
DOE、

 

NISTの予算を倍増
（97億ドル（2006年）

 

⇒ 195億ドル（2016年））
（（20092009年「米国イノベーション戦略」、「米国再生投資年「米国イノベーション戦略」、「米国再生投資法法」）」）

○ ＦＰ７全体として、前回プログラムと比較して、６５％の増額の目標

 
（43.8億ユーロ／年（FP6) ⇒

 

72.1億ユーロ／年（FP7））
・ＥＲＣ（欧州研究会議）

 

74.6億ユーロ（FP7予算）
（「（「第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７）第７次フレームワークプログラム（ＦＰ７）」」

 

期間：期間：20072007--20132013年）年）

○「総研究開発費の対GDP比を2010年までに3％に引き上げる」
（「リスボン戦略」（「リスボン戦略」

 

期間：期間：20002000--20102010））

 
※

 

数値目標設定当初の対ＧＤＰ比（2002年）：1.87%

○科学技術基盤予算を2010年に63億ポンドに増額

 
（54億ポンド（2007年）

 

⇒６３億ポンド（2010年））
（「包括的歳出見直し（（「包括的歳出見直し（20072007年）」）年）」）

○○政府の研究開発投資を2012年までに1.5倍(2008年比)
○政府の研究開発投資に占める基礎研究比率を2012

年までに35%に拡大

 
（2008年現在では25.6%） 、

○総研究開発費のＧＤＰ比を５％に引き上げ

 
※

 

計画当初の対ＧＤＰ比

 

（2007年）：3.47%
（「第二次科学技術基本計画」（「第二次科学技術基本計画」

 

期間：期間：20082008--20201212年）年）
※ＦＰ：EU域内に研究資金を提供するための仕組み。研究支援を通じ、

 
EUの雇用、競争力並びに生活水準の向上に資することを目的。

○

 

主要国等では、基礎研究の重要性に鑑み、具体的な研究開発投資の数値目標を設け、その拡充に取り組んでいる。

主要国等の科学技術政策の動向

 
～基礎研究に対する研究開発投資の現状～

１３出典：文部科学省作成

米国米国 英国英国

韓国韓国

ＥＵＥＵ

中国中国

○○ 2020 年までに総研究開発費の対GDP 比
を2.52.5％％以上
※

 

計画当初の対ＧＤＰ比（2006年）：1.42%
（「国家中長期科学技術発展計画」（「国家中長期科学技術発展計画」

期間：期間：20062006--20202020年）年）



国の繁栄のため、米国が科学技術で世界の
リーダーの座を守るための鍵、として、公約の「１０
年間で基礎研究の関係機関（ＮＳＦ、ＤＯＥ科学局、
ＮＩＳＴ）への連邦政府投資を倍増する」を着実に実
行中。特に、「ハイリスク・ハイリターン研究」と「若
手研究者への支援」を重視。
（※2009年5月OSTP発表の「科学技術への新たな責任」より）

資料：米国発表各種資料を基に文部科学省科学技術政策研究所が作成

米国では、科学的発見と技術的イノベーションのいずれもが国にとって必須であるこ

 とが強調され、具体的な投資目標を示しつつ体系的に進められている。

「科学的発見と技術的イノベーションは生産性向上への主要な動力源であり、また経済成長の促

 進、環境保護、人々の健康増進及び国家安全保障のために、欠かすことができない。」

 （※2009年8月4日発出OMB局長OSTP局長連名覚書より）

「米国イノベーション戦略」（2009年9月21日発表）

では、質の高い雇用と共有された繁栄に向けた重
要な３項目のうち、第1の基盤として基礎的研究等

を位置づけている。

持続可能な成長と高度な雇用のためのイノ

 ベーション

米国イノベーションの基盤への投資
（基礎的研究、次世代人材の教育等）

実り多い起業を刺激する競争的

 市場形成の促進

国家的優先事項のためのブレーク

 スルーの触媒作用

米国における基礎研究への投資

１４

「米国回復・再投資法」予算



（２）重要政策課題に対応した研究開発の

戦略的推進

１５



第３期科学技術基本計画における政策目標の体系

１６出典: 総合科学技術会議「分野別推進戦略」



第３期科学技術基本計画における重点化の考え方

１７出典: 総合科学技術会議「分野別推進戦略の概要について」
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